
 

 

歩掛参考見積募集要領 

 

 

次のとおり歩掛参考見積を募集します。 

 

令和７年７月 25日 

 

独立行政法人水資源機構 

筑後川下流総合管理所長 北村 達也 

 

 

１. 目 的 

この歩掛参考見積の募集は、筑後川下流用水管理所が予定している業務の積算の参考

とするための作業歩掛を募集するものです。 

 

２. 参考見積書提出の資格 

（１）水資源機構における令和７・８年度一般競争（指名競争）参加資格業者の認定を受

けていることとします。 

 

（２）営業に関し法律上必要とされる資格を有していることとします。 

 

（３）水資源機構から「工事請負契約に係る指名停止等の措置要領」（平成 6年 5月 31日

付け 6 経契第 443 号）に基づき、筑後川水系関連区域において指名停止を受けていな 

いこととします。 

 

３. 参考見積書の提出等 

参考見積書は、次に従い提出してください。 

（１）参考見積書は、作業項目毎に必要な技術者の人数等を記載して提出して下さい。な

お、参考見積書の様式は「別紙－２ 参考見積記入様式」を参考にしてください。 

 

（２）提出期間：令和７年８月５日(火) まで 

持参する場合は、上記期間の土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、

午前９時から午後５時まで 

（３）提出先 

独立行政法人水資源機構 筑後川下流総合管理所 筑後川下流総合管理所長 宛 

なお、送付先は以下のとおりとする。 

〒８３０－００７１ 福岡県久留米市安武町武島１０６３－２ 

 【担当】筑後川下流総合管理所 工務課 小林 

E-mail: jyun_kobayashi@water.go.jp 

TEL０９４２－２６－４５５１ FAX０９４２－２６－１５２５ 

（４）提出方法 

書面は持参、郵送、FAX またはメール（いずれも社印があること）により提出す

るものとします。 

    なお、参考見積書の件名は「筑後導水路管水路更新実施設計」としてくださ

い。 



 

（５）業務費の構成と歩掛見積徴取範囲 

① 本歩掛参考見積を適用する業務費の構成は、当機構が別に制定する「積算基準及び

積算資料（調査等編）」（以下「基準書」という。）によるものとします。 

② 歩掛参考見積徴取範囲は基準書で定義されている直接人件費のうち、下記「４．参 

考見積内容」を実施する為に必要な技術者の人数を募集します。 

 

（参考）積算体系 

 

 

（６）技術者の職種と定義 

国土交通省が公表している「令和７年度設計業務委託等技術者単価」における「技術

者の職種区分定義」によるものとします。 

 

４. 参考見積内容 

（１）基本事項 

    歩掛参考見積りは、入札目的のものだけでは無く、「別紙－１ 参考見積仕様書」

に示す作業を実施する標準的な歩掛とします。 

（２）目的 

「筑後導水路管水路更新実施設計（仮称）」を行うために必要な歩掛を徴取するも

のです。 

 （３）見積内容 

   ① 見積内容の詳細については、別紙－１のとおりとします。 

    ② 見積もりする員数は、単位数量当たりとします。 

③ 見積項目は、別紙－１に示す「作業項目、作業内容」毎に作成するものとしま

す。 

④ 業務実施にあたっての準拠基準は、下記等に示すものとし、最新版の基準を用い

て設計を行うものとします。その他必要な基準がある場合には、水資源機構と協議

するものとします。 

・ 水路工設計指針（平成 30年 3月） 独立行政法人水資源機構 

・ 土木工事共通仕様書 (令和 6年 4月） 独立行政法人水資源機構 

・ 土地改良事業計画設計基準・設計及び運用・解説 設計「パイプライン」 



（農林水産省・令和 5年 6月） 

・ 土地改良事業設計指針 耐震設計（農林水産省・平成 27年 5月） 

・ 水道施設耐震工法指針・解説 2022年版（(公社)日本水道協会・2022年 6

月） 

・ 道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編）（(公社)日本道路協会・平成 29年 11月） 

・ 道路橋示方書・同解説（Ⅲコンクリート橋・コンクリート部材編）（(公社)

日本道路協会・平成 29年 11月） 

・ 道路橋示方書・同解説（Ⅳ下部構造編）（(公社)日本道路協会・平成 29 年

11月） 

・ 道路橋示方書・同解説（Ⅴ耐震設計編）（(公社)日本道路協会・平成 29 年

11月） 

・ 道路土工要綱（平成 21年度版）（(公社)日本道路協会・平成 21年 6月） 

・ 道路土工 仮設構造物工指針（(公社)日本道路協会・平成 11年 3月） 

・ その他、水路工設計指針に記載されている準拠基準 

 ⑤ 貸与予定資料 

・ 総合対策筑後導水路・大詫間幹線水路管水路上流部基本設計業務 報告書

（令和 6年 12月） 

・ 総合対策筑後導水路野添川サイホン他地震対策検討等業務 報告書（令和 7

年 8月） 

・ 筑後導水路荒木地区設計業務 報告書（昭和 56年 10月） 

・ 筑後導水路荒木地区（その２）設計業務 報告書（昭和 57年３月） 

・ 久留米市荒木地区（その２）土質調査業務（昭和 57年２月） 

・ 管水路荒木地区土質調査業務（昭和 56年８月） 

・ 筑後川下流用水施設に係る地震対策検討委員会資料 

・ 筑後川下流用水工事誌 

・ その他、水資源機構が必要と認めた資料 

 

（４）見積有効期限 

令和８年（2026年）３月末日とします。 

 

５. 募集要領に対する質問 

この募集要領に対する質問がある場合においては、次に従い、書面（様式は自由）によ

り提出してください。 

（１）提出期間：令和７年７月 29日(火) まで 

持参する場合は、上記期間の土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、午

前９時から午後５時まで 

（２）提出場所：３．（３）に同じ。 

（３）提出方法：３．（４）に同じ。 

 

６. 質問に対する回答 

質問に対する回答書は、次のとおり閲覧に供します。 

（１）閲覧期間：質問書提出期限の翌々日から見積書提出期限終了まで 

（２）閲覧方法：ホームページに掲載します。 

 

７. 参考見積書作成及び提出に要する費用 



参考見積提出者の負担とします。 

 

８. ヒアリング 

提出していただいた参考見積書についてヒアリングを実施することがあります。 

 

９. その他 

この参考見積書をご提出いただいたことで、業務の指名又は競争参加資格をお約束す

るものではありません。 

ご提出いただいた参考見積書は、業務積算の目的以外には使用いたしません。 



別紙－１ 

参考見積仕様書 

 

第 1章 適用 

1-1   適用 

1.  本参考見積仕様書は、独立行政法人水資源機構（以下「機構」という。）が別に

定める設計業務等共通仕様書（令和６年４月）（以下「共通仕様書」という。）に

優先して筑後導水路管水路更新実施設計（仮称）（以下「本件」という。）に適用

する。 

なお、本件は共通仕様書第 1 編第 1 章第 1節第 1 項に示す「設計業務」とする。 

 

第 2章 内容 

2-1   概要 

本件は、筑後川下流用水総合対策事業（以下「本事業」という。）として計画され

ている筑後導水路の更新対象のうち筑後吐水槽から三潴揚水機場までの区間のうち、

（発注時に設定）km の区間について、管水路更新の実施設計を行うものである。 

 

第 3章 本業務 

3-1   設計条件 

   設計条件は、次のとおりとする。 

  1. 対象範囲 

     管水路： 筑後吐水槽～三潴揚水機場のうち（発注時に設定）kmの区間 

 2.  水理条件 

1)計画最大通水量 

Ｑmax= 13.54m3/s 

    2)設計水位及び分水量 

     以下の条件をいずれも満たすこととする。 

     ①条件１ 

      始点水位（筑後吐水槽）   EL.15.300m 

      到達水位（三潴分水槽）   EL.10.225m 

      引継水位（北古賀分水工）  EL.12.400m（Q=1.000m3/s） 

       〃  （白口分水工）   EL.12.400m（Q=0.730m3/s） 

       〃  （宮本分水工）   EL.11.800m（Q=0.730m3/s） 

       〃  （若宮分水工）   EL.11.800m（Q=0.240m3/s） 

       〃  （隈分水工）    EL.11.100m（Q=0.840m3/s） 

       〃  （塚崎子犬塚分水工）EL.10.700m（Q=0.830m3/s） 分水工改築前 

                    EL.10.600m（  〃   ） 分水工改築後 

       〃  （今村分水工）   EL.10.500m（Q=0.420m3/s） 分水工改築前 

                    EL.10.400m（  〃   ） 分水工改築後 

     ②条件２ 

      始点水位（筑後吐水槽）   EL.14.800m 



別紙－１ 

1 

 

      到達水位（三潴分水槽）   EL.10.225m 

      引継水位（北古賀分水工）  EL.12.700m（Q=1.200m3/s） 

       〃  （白口分水工）   EL.14.000m（Q=1.800m3/s） 

       〃  （宮本分水工）   EL.12.900m（Q=1.200m3/s） 

       〃  （若宮分水工）   EL.11.700m（Q=0.200m3/s） 

       〃  （隈分水工）      －  （Q=0.000m3/s） 

       〃  （塚崎子犬塚分水工）EL.11.400m（Q=1.800m3/s） 分水工改築前 

                    EL.10.900m（  〃   ） 分水工改築後 

       〃  （今村分水工）   EL.11.500m（Q=1.300m3/s） 分水工改築前 

                    EL.10.700m（  〃   ） 分水工改築後 

3. 構造条件 

     筑後導水路：既設 RC 円形サイホンφ3,000mmへの鋼管によるパイプインパイプ 

既設 FRPM 管φ3,000mm への鋼管によるパイプインパイプ 

                 〃    への製管工法による管更生 

4.  水路型式 

水路型式は、クローズドタイプのパイプラインとする。 

5.  自動車荷重 

道路管理者が指示する荷重 

6. 耐震性 

     レベル 2 地震動においても最低限の水理機能を有する。 

  7. 通水停止期間 

     2/20 から 5/20まで 

 

3-2   業務内容 

本件は、本事業のうち筑後導水路の更新対象のうち筑後吐水槽から三潴揚水機場ま

でのうち、（発注時に設定）km の区間について、管水路更新の実施設計を行うもので

ある。 

   

１）管水路更新の実施設計 

本件は、総合対策筑後導水路・大詫間幹線水路管水路上流部基本設計業務及び総合

対策筑後導水路野添川サイホン他地震対策検討等業務（以下、基本設計）の成果を踏

まえ、対象区間における実施設計を行い、工事発注に必要な設計図作成、施工計画の

検討、数量計算書の作成及び概算工事費の積算を行い、点検とりまとめ及び報告書作

成を行うことを目的とする。 

① 現地調査 

 実施設計に必要な現地調査を行うものとする。また、工事の実施に関係する法令

等についても、必要な調査を行うものとし、以下の点に留意するものとする。 

・既設水路沿いの地形、現地状況、施工方法や仮設計画の設計に必要な各種調査を

行う。 

・埋設構造物、近接構造物等の支障物の調査、確認を行う。 
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② 資料の検討 

 実施設計のための資料収集及び貸与資料の内容を把握するものとする。 

③ 設計計画 

1.  基本条件の検討 

 基本設計の成果及び収集資料、既設管の詳細実測資料に基づいて、設計範囲にお

ける各構造物の水理構造条件を決定するものとする。 

 なお、河川横断部の RC 円形サイホン区間においては耐震設計条件を決定するも

のとする。 

2. 管種、管径、管割の検討 

 基本設計の成果や決定した水理構造条件に基づき、必要な比較を行ったうえで管

種、管径、管割を決定するものとする。なお、製管工法による管更生を計画する区

間においては工法選定を含むものとする。 

 ④ 水理検討 

1.  設計範囲の水理構造条件を機構が指定する水理計算プログラム（Excel）へ反映

させ、筑後吐水槽から三潴分水槽までの水理計算(定常水理解析)を行うものとす

る。 

2.  計算間隔は、50m 毎及び主要点(IP、分水工、空気弁工、排泥工等)とする。 

3.  水理縦断図の内容及び水理計算書の様式は、調査職員が指示するものとする。 

4. 水理計算で使用する水位や水量などの条件は、第 3章 3-1 に示すものの使用を

基本とするが、調査職員による事前の確認を得てから、水理計算を行うものとす

る。 

5. ⑩で検討する施工計画において施工年数が複数年に及ぶ場合、施工の進捗に合

った損失水頭を年毎に整理し、各年の水理変化を確認するための計算を行うもの

とする。 

⑤ 構造計算 

 本体施設（管水路）及び仮設構造物（立坑）について、各種設計条件を整理し構

造計算を行うものとする。 

 なお、構造計算を行うに当たっては、以下について留意するものとする。 
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1. 河川横断部の RC 円形サイホン区間（見積対象外（別途徴取済）） 

 

2. １を除くパイプインパイプ工法及び製管工法区間 

パイプインパイプ工法区間は、常時計算として水路工設計指針に基づく自立管設

計により管種・管厚の設計を行うとともに、算出した管厚に対し L1 地震動、L2 地

震動に対する横断方向・縦断方向照査を応答変位法により行うものとする。 

製管工法区間は、常時計算・L1 地震動・L2 地震動に対し構造計算を行うものと

し、準拠基準は監督員と協議するものとする。 

⑥ 構造図作成 

 本体施設（管水路）及び仮設構造物（立坑）の構造詳細図（異形管構造詳細図、

管割図、地下水位及び掘削底面の安定対策を含む）を作成するものとする。 

⑦ 平面縦断図作成 

 管径や管種等の区分、既設管の管割を表示した詳細な平面縦断図を作成するとと

もに、管割図を作成するものとする。 

⑧ 土工図作成 

 施工法の区分毎に土工数量等を記入した土工図を作成するものとする。 

⑨ 数量計算 

 土工、管、仮設工材料、支障物等の詳細数量計算を行うものとする。 

⑩ 施工計画 

 工程計画、施工の順序、方法や主要仮設の施工計画等について取りまとめるとと

もに、詳細計画図を作成するものとする。 

 また、現地調査で確認した支障物や騒音振動対策について、詳細な比較を行った

うえで対策法を決定し、詳細計画図を作成するものとする。 

⑪ 概算工事費積算 

(1) 各工種の単価を作成し、概算工事費を算定するものとする。 

(2) 概算工事費については、調査職員が指示する工法毎に算出するものとする。 

⑫ 総合検討 

 上記作業について総合的に検討を行うものとする。 

地震動 
満たすべき 

耐震性能 
照査方向 照査手法 

断面数／

サイホン 
備考 

L1 耐震性能１ 

横断 二次元動的解析 1.0 
液状化の有無 

2 ケース 

縦断 
地盤変形解析 

＋弾塑性フレーム解析 
1.0 同上 

L2 耐震性能２ 

横断 二次元動的解析 1.0 
液状化の有無 

2 ケース 

縦断 
地盤変形解析 

＋弾塑性フレーム解析 
1.0 同上 
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⑬ 照査 

 照査計画に基づき、業務の節目毎に照査を実施し、照査報告書の作成を行うもの

とする。 

⑭ 点検とりまとめ 

 水理構造計算、数量計算の点検、図面の点検、照査とりまとめ及び報告書作成を

行うものとする。 

⑮ 設計図 

      次表の設計図を作成するものとする。 

設計図名称 縮    尺 備     考 

位置図 調査職員に確認  

平面図 1/500  

縦断図・管割図 V=1/200、H=1/500  

撤去復旧工関連図 平面縦断図に準ずる 

詳細図は調査職員に確認 

平面図、詳細図 

対象に応じて縦断図 

機能回復工関連図 

 

平面縦断図に準ずる 

詳細図は調査職員に確認 

平面図、縦断図、詳細図 

対象に応じて縦断図 

指定仮設工関連図 

 

平面縦断図に準ずる 

詳細図は調査職員に確認 

計画平面図、立坑構造図、仮

廻し道路・水路工構造図 

対象に応じて縦断図 

無指定仮設関連図 

 

平面縦断図に準ずる 

詳細図は調査職員に確認 

計画平面図、工事用進入路計

画図、施工ヤード計画図、借

地面積求積図 

土工図 1/50  

タイプ別構造詳細

図及び異形管構造

詳細図 

電気防食対策 

調査職員に確認 更生管設置に係る付属物を

含む 

電気防食対策については要

否を確認するものとする 

その他調査職員が指示する図面 

 

２）河川協議用資料作成 

既設 RC 円形サイホンは河川工作物であり、河川法第 24 条、第 26 条に基づく河川

協議を行うため、河川協議に必要な資料作成を行うものとする。 

 

 

以上 



別紙－２ 参考見積記入様式

【作成にあたっての留意事項】
・国土交通省が公表している「令和7年度設計業務委託等技術者単価」における「技術者の職種区分定義」によるものとします。

・諸雑費を計上する場合は、何に要する費用か記載をお願い致します。

1）管水路更新の実施設計 1km当たり

補正率

距離補正（n≦６）

n=設計対象延長(m)÷1000

（１）現地調査 0.3n+0.7

（２）資料の検討 0.6n+0.4

（３）設計計画

  ① 基本条件の検討 0.8n+0.2

0.4n+0.6

（４）水理検討（定常水理解析） 0.4n+0.6

（５）構造計算

  ① 河川横断部のRC円形サイホン区間 見積もり対象外

0.6n+0.4

0.6n+0.4

（６）構造図作成 0.4n+0.6

（7）平面縦断図作成 0.8n+0.2

（8）土工図作成 0.9n+0.1

（9）数量計算 0.3n+0.7

（10）施工計画 0.4n+0.6

（11）概算工事費積算

（12）総合検討 0.3n+0.7

（13）照査

（14）点検とりまとめ 0.3n+0.7

2）河川協議用資料作成 1業務当たり

技師長 主任技師 技師（Ａ） 技師（Ｂ） 技師（Ｃ） 技術員

（１）河川協議用資料作成

・歩掛表に記入している職種は参考例です。必要に応じて職種の追加・削除をお願いします。

　② 管種、管径、管割の検討

・設計対象延長による歩掛かりの補正は、補正率の欄に示す数式を用いて得る値を1km当たりの作業歩掛りに乗じて算定すること
としますので、それを前提に作業歩掛りを計上するようお願いいたします。

作業歩掛（人）

　②  ①を除くパイプインパイプ工法区間

作業項目
技師長 主任技師 技師（Ａ） 技師（Ｂ）

・参考図に示す範囲に関わらず、同じ既設構造に対する設計に適用できるものとします。

備考
（補正式等を記載）

　③ 製管工法区間

作業項目
作業歩掛（人）

技術員技師（Ｃ）



機密性 2 独法等監査関係者限り
本資料は入札参加者の迅速な見積に資するための資料であり、契約書第１条にいう設計図書ではない。

【参考図】



管更生工法
入孔箇所
8号空気弁

管更生工法
入孔箇所
７号排泥工

平面概要図



機密性 2 独法等監査関係者限り

対象範囲

管更生工法
入孔箇所
8号空気弁



機密性 2 独法等監査関係者限り

対象範囲

管更生工法
入孔箇所
8号空気弁 管更生工法

入孔箇所
７号排泥工



機密性 2 独法等監査関係者限り

対象範囲

立坑15



機密性 2 独法等監査関係者限り

対象範囲

立坑16



機密性 2 独法等監査関係者限り

対象範囲

立坑17



機密性 2 独法等監査関係者限り



パイプインパイプ
立坑構造図



機密性 2 独法等監査関係者限り



機密性 2 独法等監査関係者限り

管更生工法
入孔箇所
8号空気弁



機密性 2 独法等監査関係者限り

管更生工法入孔箇所
７号排泥工

管更生工法入孔箇所
８号空気弁



機密性 2 独法等監査関係者限り



機密性 2 独法等監査関係者限り



機密性 2 独法等監査関係者限り



機密性 2 独法等監査関係者限り

管更生工法
入孔箇所
７号排泥工



機密性 2 独法等監査関係者限り



機密性 2 独法等監査関係者限り



機密性 2 独法等監査関係者限り



機密性 2 独法等監査関係者限り



機密性 2 独法等監査関係者限り



機密性 2 独法等監査関係者限り



機密性 2 独法等監査関係者限り



機密性 2 独法等監査関係者限り

立坑15
立坑17

立坑16



機密性 2 独法等監査関係者限り

立坑17 立坑16


